
事業事前評価表 

 

国際協力機構中南米部中米・カリブ課 

１．案件名（国名） 

国名：グレナダ 

案件名：ゴーブ伝統的漁業地域基盤改善計画 

The Project for Improvement of the Traditional Fishing Community 

Infrastructure at Gouyave 

２．事業の背景と必要性  

(1) 当該国におけるゴーブ地区の漁業の開発実績（現状）と課題 

グレナダにおいて、セント・ジョン郡ゴーブ地区は、過去 300 年以上にわたり漁業を

生業としてきた同国最大の伝統的漁村集落である。同国の 45 の水揚げ地のうち水産局管理

下の主要水揚げ地は 7 箇所であり、西海岸にはヴィクトリア、ゴーブ、メルヴィルストリ

ートの 3 箇所がある。ゴーブ地区は西海岸で第 1 位の水揚げ地であり、全国の水揚げ高の

15％を占める。ゴーブ地区における水揚げ魚の 95％は沖合浮魚が占め、同国水産業におけ

る外貨獲得に寄与しているが、漁業基盤施設が沿岸漁業対応に留まっているほか、ハリケ

ーンによる被害や機器の経年消費による水産センターの機能低下が著しい。また、桟橋の

老朽化や漁業活動範囲に電波が届かないことから零細漁船の安全確保も課題となっている。 

 (2) 当該国における漁業の開発政策における本事業の位置づけ 

2007 年 3 月に策定された戦略的国家開発計画の中で、漁業はグレナダ経済の第一次産業

の中で重要な分野と位置づけられている。同国の水産開発は、同国経済への水産業の貢献

度があがることを目標に、①同国の食糧自給率の向上、②漁獲物の輸出による外貨獲得及

び現金収入の増加、③雇用機会の増加を目指している。本事業は、同国西海岸最大の水揚

げ地であるゴーブ地区において漁業施設改善等を行うものであり、本計画に沿ったもので

ある。 

(3) 当該国に対する我が国及び JICA の援助方針と実績 

グレナダはカリコム加盟国であり、2000 年 11 月の日・カリコム閣僚レベル会合で合意

された枠組みのもと、同国援助重点分野の一つとして「水産」を設定している。本事業も

同重点分野の中に位置づけられる。これまで我が国は、水産分野へ計 4件約 38 億円の無償

資金協力を実施し（うち 1989/90 年の「沿岸漁業開発計画」は、本事業で復旧・改善の対

象となる既存水産センター及び桟橋の建設を含む）、技術協力では広域水産専門家の派遣や

開発調査「カリブ地域における漁業・水産業に係る開発・管理マスタープラン調査」を行

っている。 

(4) 他の援助機関の対応 

ハリケーン・イヴァンの被害からの復興に対し、USAID、CIDA、FAO が資金・資材援助を

行っている。 

３．事業概要  

(1) 事業の目的（協力プログラムにおける位置づけを含む） 

ゴーブ地区において、桟橋の新設、水産センターの改築及び関連施設の整備等を通じた

施設の機能拡充により、漁業流通量の増加と操業漁船の安全性強化を図る。 

無償用 
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(2) プロジェクトサイト/対象地域名 

セント・ジョン郡ゴーブ地区（セント・ジョン郡の人口：約 8,600 人、ゴーブ地区の

人口：約 2,000 人） 

(3) 事業概要 

1) 土木工事、調達機器等の内容  

・ 老朽化した既設桟橋の撤去と新設桟橋の建設（延長 83m、平均水面＋2.1m） 

・ 機能不全の既存水産センターと老朽化し機能不足の既存魚市場を集約する新水産セ

ンター施設の建設（建設面積計 714m2、延べ床面積 1,110m2） 

・ 護岸（100m）及び関連施設の整備（冷凍庫、冷蔵庫、餌庫、製氷機、貯氷庫、漁船

修理所、網干場、駐車場、汚水処理施設、島中央部に設置する漁業用無線通信施設

等） 

・ 機材調達（クレーン付トラック 1台、フォークリフト 1台） 

2) コンサルティング・サービス/ソフトコンポーネントの内容 

詳細設計、施工管理、調達監理等。ソフトコンポーネントはなし。 

(4) 総事業費/概算協力額 

  総事業費 11.8 億円（概算協力額（日本側）：11.7 億円、グレナダ側：約 0.1 億円） 

(5) 事業実施スケジュール（協力期間） 

2010 年 1 月～2011 年 11 月を予定（計 23 ヶ月。詳細設計、入札期間を含む） 

(6) 事業実施体制（実施機関/カウンターパート） 

農林水産省水産局 

(7) 環境社会配慮・貧困削減・社会開発 

1) 環境社会配慮 

① カテゴリ分類：B 

② 影響と緩和・軽減策：浄化槽を整備し、水産物処理による汚水を浄化して排水する

システムとする。堆積、侵食を防ぐため桟橋は透過式構造とする。 

2) 貧困削減促進：漁獲高が増加することにより、貧困層への裨益も図られる。 

3) ジェンダー：特になし。 

(8) 他援助機関等との連携・役割分担：特になし。 

(9) その他特記事項：特になし。 

 

(1)事業実施のための前提条件 

特になし。 

(2)プロジェクト全体計画達成のための外部条件 

  想定外の海象条件が発生しない。 

 

特になし。 

６. 評価結果 

以下の内容により本案件の妥当性は高く、また有効性が見込まれると判断される。 

(1) 妥当性 

本事業は、グレナダの開発計画に沿ったものであり主要産業である漁業の開発に資する

４. 外部条件・リスクコントロール 

５. 過去の類似案件の評価結果と本事業への教訓 
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こと、対象地区が同国漁業の主要拠点の一つであること、間接的に漁業関係者の収入向上

と就業機会の増加につながること、我が国の無償資金協力事業「沿岸漁業開発計画」によ

って整備された水産センター及び桟橋のハリケーンによる被害の修復を含むことから、妥

当性は高いと考えられる。 

(2) 有効性 

1) 定量的効果 

指標名 基準値（2007 年） 目標値（2014 年）【事業完成３年後】 

ポスト・ハーベスト・ロス（Ibs/

年） 

61,977 ポスト・ハーベスト・ロスの減少 

製氷量（トン/日） 1.1 4 

外洋における電波の到達距離

（マイル） 

0 90 

*1Ibs（ポンド）＝約 0.45kg 

*1 マイル＝約 1609.34m 

 2) 定性的効果 

①桟橋整備により安全且つ効率的な水揚げ作業が実現する。 

②駐車スペースの整備及び販売面積の増加により利便性が向上し、水産施設の利用者（小

売業者及び水産物の購入者）が増加する。 

③氷を敷いた上での販売が可能になり、水産物の鮮度保持と衛生的な販売の実現及び魚

市場関連業者の収入が増加する。 

④冷蔵保管機能の拡充により取扱魚の種類が増加する。 

⑤加工室の拡充により加工魚の取扱が実現する。 

⑥アンテナ設置により、多くの漁船が操業海域としている 45-80 マイルの沖合に電波が

届くようになり、漁船の活動の安全確保・海難事故数の減少につながる。 

７. 今後の評価計画 

(1) 今後の評価に用いる主な指標 

  6.(2)のとおり。 

(2) 今後の評価のタイミング 

  ・事後評価    事業完成３年後 
以 上 


